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(57)【要約】
減圧乾燥方法が提供されている。この方法は：フィルム
形成性材料および少なくとも１種の溶剤を含有する液体
組成物をワークピース上に堆積させて湿潤層を形成する
ステップ；ワークピース上の湿潤層を、凝縮器を備える
減圧チャンバに入れるステップ；および、湿潤層を、－
２５～８０℃の範囲内の制御温度、および、１０-6～１
，０００Ｔｏｒｒの範囲内の適用された減圧下で、１～
１００分間の間処理するステップ；を含み、ここで、凝
縮器は、溶剤が適用された減圧で液体として凝縮される
こととなる温度で維持される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フィルム形成性材料および少なくとも１種の溶剤を含む液体組成物をワークピース上に
堆積させて湿潤層を形成するステップ、
　前記ワークピース上の前記湿潤層を、凝縮器を備える減圧チャンバ中に入れるステップ
；および
　前記湿潤層を、－２５°～８０℃の範囲内の制御温度、および、１０-6～１，０００Ｔ
ｏｒｒの範囲内の適用された減圧下で１～１００分間の間処理するステップ、
を含み、前記凝縮器は、前記溶剤が前記適用された減圧で液体として凝縮されることとな
る温度で維持される、減圧乾燥方法。
【請求項２】
　前記凝縮器が表面凝縮器である、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記表面凝縮器が、コイルおよびプレートからなる群から選択される、請求項２に記載
の方法。
【請求項４】
　前記凝縮器が２０℃未満の温度で維持される、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記凝縮器が、－１５～１５℃の範囲内の温度で維持されている、請求項１に記載の方
法。
【請求項６】
　前記減圧チャンバが、凝縮された溶剤を前記チャンバから除去する手段をさらに備える
、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記溶剤が１０-2Ｔｏｒｒ未満の蒸気圧を有する、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　電気活性材料の層を形成する方法であって、
　少なくとも１つの活性領域を有するワークピースを提供するステップ、
　前記電気活性材料および少なくとも１種の溶剤を含む液体組成物を、前記活性領域にお
いて前記ワークピース上に堆積させて湿潤層を形成するステップ、
　前記ワークピース上の前記湿潤層を、凝縮器を備える減圧チャンバに入れるステップ、
　前記ワークピース上の前記湿潤層を、－２５°～８０℃の範囲内の制御温度、および、
１０-6～１，０００Ｔｏｒｒの範囲内の減圧下で、１～１００分間の第１の期間の間処理
して部分乾燥層を形成するステップであり、前記凝縮器は、前記適用された減圧で前記溶
剤が液体として凝縮されることとなる温度で維持されるステップ、
　前記部分乾燥層を、１～５０分間の第２の期間の間１００℃を超える温度に加熱して乾
燥層を形成するステップ
を含み、
　前記乾燥層は、前記活性領域において実質的に平坦なプロファイルを有する、電気活性
材料の層を形成する方法。
【請求項９】
　前記乾燥層が、前記活性領域の９０％にわたって＋／－１０％未満の厚さ変動を有する
、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記液体組成物が、インクジェット印刷および連続ノズルコーティングからなる群から
選択される技術により堆積される、請求項８に記載の方法。
【請求項１１】
　前記ワークピースが複数の活性領域を有する、請求項８に記載の方法。
【請求項１２】
　前記電気活性材料が、ホスト材料および第１の色に対応する光活性ゲスト材料を含み、
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および、前記液体組成物が、前記活性領域の第１の部分に堆積される、請求項１１に記載
の方法。
【請求項１３】
　第２のホスト材料および第２の色に対応する第２の光活性ゲスト材料を含む第２の液体
組成物が、前記活性領域の第２の部分に堆積される、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　第３のホスト材料および第３の色に対応する第３の光活性ゲスト材料を含む第３の液体
組成物が、前記活性領域の第３の部分に堆積される、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記凝縮器が表面凝縮器である、請求項８に記載の方法。
【請求項１６】
　前記凝縮器が、２０℃未満の温度で維持される、請求項８に記載の方法。
【請求項１７】
　前記凝縮器が、－１５°～１５℃の範囲内の温度で維持されている、請求項８に記載の
方法。
【請求項１８】
　前記減圧チャンバが、凝縮された溶剤を前記チャンバから除去する手段をさらに備える
、請求項８に記載の方法。
【請求項１９】
　前記ワークピース上の前記湿潤層が、２０～８０℃の範囲内の温度、１０-2～１０Ｔｏ
ｒｒの範囲内の圧力で、５～２５分間の時間処理される、請求項８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記ワークピース上の前記湿潤層が、３０～６０℃の範囲内の温度、１０-2～１Ｔｏｒ
ｒの範囲内の圧力で、５～１５分間の時間の間処理される、請求項８に記載の方法。
【請求項２１】
　前記ワークピース上の前記湿潤層が、－２５°～１０℃の範囲内の温度、１～１０００
Ｔｏｒｒの範囲内の圧力で、５～２５分間の時間の間処理される、請求項８に記載の方法
。
【請求項２２】
　前記ワークピース上の前記湿潤層が、－１０～０℃の範囲内の温度、１０～１００Ｔｏ
ｒｒの範囲内の圧力で、５～１５分間の時間の間処理される、請求項８に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
［関連出願の相互参照］
　本出願は、その全体が参照により援用されている、２００９年３月９日に出願の米国仮
特許出願第６１／１５８，４２２号明細書に基づく、米国特許法第１１９条（ｅ）の優先
権を主張する。
【０００２】
　本開示は、全体として電気活性層の形成方法に関する。本開示はさらに、この方法によ
り形成された少なくとも１つの電気活性層を有する電子素子に関する。
【背景技術】
【０００３】
　電子素子としては、液晶ディスプレイ（「ＬＣＤ」）、有機発光ダイオード（ＯＬＥＤ
）ディスプレイ、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）アレイ、太陽電池等を挙げることが可能で
ある。電子素子の製造は、溶液堆積技術を用いて行われ得る。電子素子を形成する１つの
方法は、印刷（例えば、インクジェット印刷、連続印刷等）により基材上に有機層を堆積
させる方法である。印刷プロセスにおいては、印刷される液体組成物は、有機溶剤、水性
溶剤または溶剤の組み合わせと共に、溶液、分散体、エマルジョンまたは懸濁液中に有機
材料を含む。印刷の後、溶剤は蒸発され、有機材料が残留して電子素子の有機層が形成さ
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れる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　向上した性能を有する素子がもたらされる堆積プロセスに対する要求が継続的に存在し
ている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　減圧乾燥方法が提供されている。この方法は：
　フィルム形成性材料および少なくとも１種の溶剤を含む液体組成物をワークピース上に
堆積させて湿潤層を形成するステップ、
　ワークピース上の湿潤層を凝縮器を備える減圧チャンバに入れるステップ；および
　湿潤層を、－２５℃～８０℃の範囲内の制御温度、および、１０-6Ｔｏｒｒ～１，００
０Ｔｏｒｒの範囲内の適用された減圧下で１～１００分間の間処理するステップ、
を含み、凝縮器は、溶剤が適用された減圧で液体として凝縮されることとなる温度で維持
される。
【０００６】
　電気活性材料の層を形成する方法もまた提供されている。この方法は：
　少なくとも１つの活性領域を有するワークピースを提供するステップ、
　電気活性材料および少なくとも１種の溶剤を含む液体組成物を、前記活性領域において
ワークピース上に堆積させて湿潤層を形成するステップ、
　ワークピース上の湿潤層を、凝縮器を備える減圧チャンバに入れるステップ、
　ワークピース上の湿潤層を、－２５℃～８０℃の範囲内の制御温度、および、１０-6Ｔ
ｏｒｒ～１，０００Ｔｏｒｒの範囲内の減圧下で、１～１００分間の第１の期間の間処理
して部分乾燥層を形成するステップであり、凝縮器は溶剤が適用された減圧で液体として
凝縮されることとなる温度で維持されるステップ、
　部分乾燥層を、１～５０分間の第２の期間の間１００℃を超える温度に加熱して乾燥層
を形成するステップ
を含み、乾燥層は、活性領域において実質的に平坦なプロファイルを有する。
【０００７】
　前述の概要および以下の詳細な説明は単なる例示および説明であり、添付の特許請求の
範囲に定義されている本発明を制限しない。
【０００８】
　実施形態は、本明細書に提示されているコンセプトの理解を向上させるために添付の図
に例示されている。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】不均一な膜厚を有する乾燥電気活性膜の例示を含む。
【図２】実質的に平坦なプロファイルを有する乾燥電気活性膜の例示を含む。
【図３】例示的な電子素子の例示を含む。
【図４】実施例１からの層厚のグラフを含む。
【図５】比較例Ａの層厚のグラフを含む。
【００１０】
　当業者は、図中の物体が単純さおよび明確さのために示されており、必ずしも縮尺どお
りには描画されていないことを認識する。例えば、図中の物体のいくつかの寸法は、実施
形態の理解の向上を助けるために、他の物体に比して強調されている場合がある。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　多くの態様および実施形態が上記に記載されているが、これらは単に例示的であり、限
定的ではない。この明細書を読了した後には、当業者は、本発明の範囲を逸脱することな
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く他の態様および実施形態が可能であることを認識するであろう。
【００１２】
　任意の１つまたは複数の実施形態の他の特性および有益性は、以下の詳細な説明および
特許請求の範囲から明らかであろう。詳細な説明には、先ず定義および用語の明確化、次
に、減圧乾燥、電気活性層の形成、電子素子、ならびに、実施例が記載されている。
【００１３】
１．定義および用語の明確化
　以下に記載されている実施形態の詳細に入る前に、いくつかの用語が定義または明確化
されている。
【００１４】
　「アパーチャ比」という用語は、放射線の照射に利用されるか、または、放射線に反応
応するピクセル面積対ピクセルの総面積の比を意味することが意図されている。
【００１５】
　層、材料、構成要素または構造に関する場合、「電荷輸送」という用語は、このような
層、材料、構成要素または構造が、比較的効率が良く、および、電荷の損失が少ない層、
材料、構成要素または構造の厚さを貫通する電荷の移動を促進させることを意味すること
が意図されている。「正孔輸送」とは、正電荷に関する電荷輸送を指す。「電子輸送」は
、陰電荷に関する電荷輸送を指す。発光材料がいくらかの電荷輸送特性を有していてもよ
いが、「電荷輸送層、材料、構成要素または構造」という用語に、発光が主な機能である
層、材料、構成要素または構造が含まれることは意図されていない。
【００１６】
　「電気活性」という用語は、層または材料を称して、素子の動作を電子的に促進させる
層または材料を示すことが意図される。活性材料の例としては、これらに限定されないが
、電荷を伝導し、注入し、輸送し、または、遮断する材料が挙げられ、ここで、電荷は電
子または正孔のいずれかであることが可能であり、または、材料は、放射線を放射するか
、あるいは、放射線が照射されると電子－正孔対の濃度変化を示す。不活性材料の例とし
ては、これらに限定されないが、平坦化材料、絶縁材料および環境バリア材料が挙げられ
る。
【００１７】
　「電子素子」という用語は、総称して、適当に電気的に接続されて適切な電位が供給さ
れた場合に機能を発揮する、一連の回路、電子部品、または、任意のこれらの組み合わせ
を意味することが意図されている。電子素子は、システムに含まれているか、または、そ
の一部であればよい。電子素子の例としては、これらに限定されないが、ディスプレイ、
センサアレイ、コンピュータシステム、アビオニクスシステム、自動車、携帯電話、他の
民生電子製品あるいは工業電子製品、または、任意のこれらの組み合わせが挙げられる。
【００１８】
　「ゲスト材料」という用語は、ホスト材料を含む層において、このような材料の不在下
での層の電子的特徴、または、放射線の照射、受光またはフィルタリングの標的波長と比
して、層の電子的特徴、または、放射線の照射、受光またはフィルタリングの標的波長を
変化させる材料を意味することが意図されている。
【００１９】
　「正孔注入」という用語は、層、材料、構成要素または構造に関する場合、陽極に隣接
して、電極機能を促進させる、導電材料または半導体材料、層、構成要素または構造を意
味することが意図されている。
【００２０】
　「ホスト材料」という用語は、通常は、層の形態であり、ゲスト材料が添加されていて
もいなくてもよい材料を意味することが意図されている。ホスト材料は、電子的特徴また
は放射線を、放射、受光あるいはフィルタリングする能力を有していてもいなくてもよい
。
【００２１】



(6) JP 2012-519950 A 2012.8.30

10

20

30

40

50

　「層」という用語は用語「フィルム」と同義的に用いられ、所望の領域を被覆するコー
ティングを指す。この用語は大きさによっては限定されない。この領域は、素子全体もの
大きさであるか、または、実際の表示装置などの特定の機能領域ほどの小ささであるか、
または、単一のサブピクセルほどの小ささであることが可能である。
【００２２】
　「液体組成物」という用語は、液体媒体中に溶解されて溶液を形成し、液体媒体中に分
散されて分散体を形成し、または、液体媒体中に懸濁されて懸濁液もしくはエマルジョン
を形成する材料を意味することが意図されている。
【００２３】
　「液体媒体」という用語は、溶液、分散体、懸濁液、または、エマルジョン中の液体を
意図する。「液体媒体」という用語は、１種または複数種の溶剤が存在するか否かに関わ
らず用いられ、従って、液体媒体は、用語の単数形または複数形（すなわち、液体媒体）
で用いられる。
【００２４】
　「ピクセル」という用語は、アレイの最小の完結している繰返し単位を意味することが
意図されている。「サブピクセル」という用語は、ピクセルの全部ではなく一部のみを形
成するピクセルの一部分を意味することが意図されている。フルカラーディスプレイにお
いては、フルカラーピクセルは、赤、緑および青のスペクトル領域中の原色の３つのサブ
ピクセルを備えていることが可能である。モノクロディスプレイは、サブピクセルではな
くピクセルを備えていればよい。センサアレイは、サブピクセルを備えていてもいなくて
もよいピクセルを備えていることが可能である。
【００２５】
　「ワークピース」という用語は、プロセスシーケンスの任意の特定の点における基材を
意味することが意図されている。基材は、プロセスシーケンスの最中に顕著に変化し得な
いが、ワークピースは、プロセスシーケンスの最中に顕著に変化することに注意すべきで
ある。例えば、プロセスシーケンスの開始時では、基材およびワークピースは同一である
。基材上に層が形成された後、この基材は変化していないが、この時点でワークピースは
基材および層を備えている。
【００２６】
　本明細書において用いられるところ、「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅｓ）」、「含んでいる
（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」、「含む（ｉｎｃｌｕｄｅｓ）」、「含んでいる（ｉｎｃｌ
ｕｄｉｎｇ）」、「有する（ｈａｓ）」、「有している（ｈａｖｉｎｇ）」という用語、
または、これらのいずれかの他の変形は、非排他的な包含をカバーしていることが意図さ
れている。例えば、要素の一覧を含むプロセス、方法、物品、または、装置は、必ずしも
これらの要素のみに限定されることはなく、明示的に列挙されていないか、または、この
ようなプロセス、方法、物品、または、装置に固有である他の要素が包含されていてもよ
い。さらに、そうでないと明記されていない限りにおいて、「または」は、包括的なまた
はを指し、排他的なまたはを指さない。例えば、条件ＡまたはＢは以下のいずれか一つに
より満たされる：Ａが真であり（または存在し）およびＢが偽である（または不在である
）、Ａが偽であり（または不在であり）およびＢが真である（または存在する）、ならび
に、ＡおよびＢの両方が真である（または存在する）。
【００２７】
　また、「ａ」または「ａｎ」の使用は、本明細書に記載の要素および構成成分の記載に
採用されている。これは、単なる簡便性のために、および、本発明の範囲の一般的な意味
を付与するために行われる。この記載は、そうでないことを意味することが明らかでなけ
れば、１つまたは少なくとも１つを含み、および、単数形はまた複数形をも含むと読解さ
れるべきである。
【００２８】
　元素周期律表中の列に関連する族数は、ＣＲＣ　Ｈａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉ
ｓｔｒｙ　ａｎｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ，第８１版（２０００～２００１年）に見られる「新



(7) JP 2012-519950 A 2012.8.30

10

20

30

40

50

表記」技法を用いている。
【００２９】
　そうでないと定義されていない限りにおいて、本明細書において用いられている技術用
語および科学用語のすべては、本発明が属する技術分野における当業者によって一般に理
解されている意味と同じ意味を有する。本発明の実施形態の実施または試験において本明
細書に記載のものと類似のまたは同等の方法および材料を用いることが可能であるが、好
適な方法および材料は以下に記載されている。特定の経路が言及されていない限りにおい
ては、本明細書に記載されているあらゆる刊行物、特許出願、特許、およびその他の参考
文献は、参照によりそれらの全体が援用される。矛盾が生じる場合には、定義を含めて本
明細書に従うものとする。加えて、材料、方法および例は、単なる例示であり、限定的で
あることは意図されていない。
【００３０】
　本明細書に記載されていない範囲で、特定の材料、加工行為および回路に関する多くの
詳細は従来のものであり、有機発光ダイオードディスプレイ、光検出器、光起電力および
半導電部材の技術分野における教科書および他の資料に見出され得る。
【００３１】
２．減圧乾燥
　材料を乾燥させてフィルムを形成するステップにおいて、さらなる乾燥を行えなくなっ
てしまうため、減圧チャンバは溶剤で満たされていないことが重要である。低沸点および
高蒸気圧を有する溶剤に関して、溶剤は、このステップにおいて機械的真空ポンプにより
容易に除去されることが可能である。しかしながら、いくつかの実施形態において、溶剤
の少なくとも１種の成分は、１００℃以上の沸点および１０-2Ｔｏｒｒ未満の室温蒸気圧
を有する。典型的な機械的真空ポンプは、このタイプの溶剤を連続的に除去することはで
きない。
【００３２】
　低蒸気圧溶剤に対する１つのアプローチは、大型で加熱された壁を備える減圧チャンバ
を用いると共に、不活性ガスをパージして溶剤を除去して減圧チャンバ中での溶剤の蓄積
を防止することである。このチャンバは、溶剤のすべてがチャンバ容積および壁中に収ま
るよう、乾燥されるべき部品に比して大きくなければならない。例えば窒素での不活性ガ
スパージが部品の間で行われて、溶剤がチャンバからチャンバの外側に位置されたトラッ
プにフラッシュされる。しかしながら、このアプローチは、例えば市販のＧ４以上といっ
た大型の部品については実用的ではない。Ｇ４サイズは製造業者で様々である可能性があ
るが、一般には、９５０ｍｍ×７２０ｍｍの範囲である。必要なサイズの加熱されたチャ
ンバは現在では商業的に利用可能ではなく、設計および建設は高価となる。しかも、窒素
フラッシュステップは、許容できないほどに長いＴＡＣＴ時間をもたらすであろう。
【００３３】
　一実施形態においては、減圧乾燥方法は：
　フィルム形成性材料および少なくとも１種の溶剤を含む液体組成物をワークピース上に
堆積させて湿潤層を形成するステップ、
　ワークピース上の湿潤層を凝縮器を備える減圧チャンバに入れるステップ、
　湿潤層を、－２５℃～８０℃の範囲内の制御温度および１０-6Ｔｏｒｒ～１，０００Ｔ
ｏｒｒの範囲内の適用された減圧下で、１～１００分間の間処理するステップ、
を含み、
　凝縮器は、溶剤が適用された減圧で液体として凝縮されることとなる温度で維持される
。
【００３４】
　フィルム形成性材料の性質は、形成された層の所望される用途に応じることとなる。材
料は低分子材料または高分子材料であることが可能である。材料は、活性であることも不
活性であることも可能である。材料は、所望のとおり、この方法によって部分的にまたは
完全に乾燥されることが可能である。溶剤は、フィルム形成性材料が溶解または分散する
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ことが可能であり、堆積されてフィルムを形成することが可能であるものである。溶剤の
選択は、用いられるフィルム形成性材料に応じることとなる。
【００３５】
　「凝縮器」という用語は、蒸気を液体に凝縮させるために用いられる素子またはユニッ
トを指す。凝縮器の例は技術分野において周知であり、一連の実験用ガラス器具、表面凝
縮器、空気コイル等が挙げられる。
【００３６】
　いくつかの実施形態において、凝縮器は、コイルまたはプレートを備える表面凝縮器で
ある。いくつかの実施形態において、凝縮器はプレートである。表面凝縮器に用いられる
ことが可能である材料の例としては、これらに限定されないが、研磨されたアルミニウム
、研磨された水晶、熱分解性グラファイト、および、ステンレス鋼が挙げられる。
【００３７】
　いくつかの実施形態において、凝縮器は、２０℃未満の温度に維持される。いくつかの
実施形態において、凝縮器は、－１５℃～１５℃の範囲内の温度；いくつかの実施形態に
おいて、－１０℃～１０℃の範囲内の温度に維持される。
【００３８】
　いくつかの実施形態において、減圧チャンバは、凝縮された溶剤をチャンバから除去す
るための手段をさらに備える。このような手段の例としては、取り替えて、また新たな凝
縮器とすることが可能である、取り外し可能な凝縮部品の使用が挙げられる。次いで、使
用済み凝縮ユニットは外部の真空オーブンで焼成されて再利用のために用意されることが
可能である。あるいは、溶剤は、凝縮器部品を加熱し、チャンバを不活性ガスで一掃する
ことにより除去されることが可能である。これは、必要な限り頻繁に行われることが可能
である。いくつかの実施形態においては、液体縮合物を凝縮器ユニットに回収することが
可能であり、この液体を、減圧下で、回収容器に排出させることが可能である。
【００３９】
３．電気活性層
　層が液相堆積法によって形成される場合、乾燥フィルムは、フィルム領域にわたって均
一な厚さを有していないことが多い。これは、基材における表面不均一性、エッジ効果、
未乾燥塗膜にわたる蒸発速度の差異等によって生じる可能性がある。いくつかの実施形態
において、電気活性材料は、しばしばウェル構造と称される物理的閉じ込め構造を有する
、ワークピース上に液相堆積法によって適用される。乾燥フィルムは、図１に示されてい
るものなど、不均一な厚さを有している可能性がある。追加の層を有していてもよい基材
１０は、開口部３０を画定する２０で示されている閉じ込め構造を有する。乾燥電気活性
膜が４０で示されている。フィルムの厚さは、基材の面に垂直な方向で計測される。Ｅで
の厚さは、Ｃでの厚さよりかなり厚いことが分かる。電気活性層におけるこのような厚さ
の不均一性は、素子性能に悪影響を有する可能性がある。ＯＬＥＤにおいては、発光層に
おける不均一性は、色の変動、低効率および短い耐用年数などの望ましくない影響を生じ
させる可能性がある。
【００４０】
　電気活性材料の層を形成する方法が本明細書にさらに記載されている。この方法は：
　少なくとも１つの活性領域を有するワークピースを提供するステップ、
　電気活性材料および少なくとも１種の溶剤を含む液体組成物を、前記活性領域において
ワークピース上に堆積させて湿潤層を形成するステップ、
　ワークピース上の湿潤層を、凝縮器を備える減圧チャンバに入れるステップ、
　ワークピース上の湿潤層を、－２５℃～８０℃の範囲内の制御温度、および、１０-6Ｔ
ｏｒｒ～１，０００Ｔｏｒｒの範囲内の減圧下で、１～１００分間の第１の期間の間処理
して部分乾燥層を形成するステップであり、凝縮器は溶剤が適用された減圧で液体として
凝縮されることとなる温度で維持されるステップ、
　部分乾燥層を、１～５０分間の第２の期間の間１００℃を超える温度に加熱して乾燥層
を形成するステップ、
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を含み、ここで、乾燥層は活性領域において実質的に平坦なプロファイルを有する。
【００４１】
　「実質的に平坦な」という用語は、層が、層領域の９０％にわたって＋／－１５％以下
の厚さ偏差を有していることを意味することが意図されている。いくつかの実施形態にお
いて、厚さ偏差は、層領域の９０％にわたり＋／－１０％以下である。実質的に平坦なプ
ロファイルを有する電気活性層が図２に示されている。図１に示されているとおり、基材
１０は、開口部３０を画定する２０で示されている閉じ込め構造を有する。乾燥後に堆積
された電気活性膜が４０で示されている。このフィルムは、Ｅ’での厚さがＣ’での厚さ
よりわずかに大きい、実質的に平坦なプロファイルを有している。
【００４２】
　ワークピースは、基材および任意の所望の介在層を備えている。いくつかの実施形態に
おいて、ワークピースは、その上にパターン化陽極層を有するＴＦＴ基材である。いくつ
かの実施形態において、ワークピースは、液体閉じ込め構造をさらに有する。いくつかの
実施形態において、ワークピースは第１の電気活性層をさらに有し、および、第２の電気
活性層が、第１の電気活性層の上に本明細書に記載の方法によって堆積されている。
【００４３】
　このワークピースは、少なくとも１つの活性領域を有する。活性領域は素子の機能領域
である。いくつかの実施形態において、ワークピースは複数の活性領域を有する。いくつ
かの実施形態において、活性領域は、ピクセルまたはサブピクセルユニットに対応してい
る。
【００４４】
　電気活性材料がワークピース上に液体組成物から堆積されて湿潤層を形成している。電
気活性材料をその中に分散させて、実質的に均質な溶液、分散体、エマルジョンまたは懸
濁液を形成することが可能である限りは、任意の液体媒体を用いることが可能である。水
性、半水性および非水性液体媒体を用いることが可能である。用いられる実際の液体媒体
は用いられる電気活性材料に応じることとなる。
【００４５】
　いくつかの実施形態において、電気活性材料は正孔注入材料である。いくつかの実施形
態において、電気活性材料は正孔輸送材料である。いくつかの実施形態において、電気活
性材料はホスト材料と光活性ゲスト材料との組み合わせである。
【００４６】
　連続および非連続技術を含む任意の液相堆積技術を用いることが可能である。連続堆積
技術としては、これらに限定されないが、スピンコーティング、グラビアコーティング、
カーテンコーティング、ディップコーティング、スロット－ダイコーティング、スプレー
コーティングおよび連続ノズルコーティングが挙げられる。非連続堆積技術としては、こ
れらに限定されないが、インクジェット印刷、グラビア印刷およびスクリーン印刷が挙げ
られる。いくつかの実施形態において、堆積技術は、インクジェット印刷および連続ノズ
ルコーティングからなる群から選択される。
【００４７】
　液体組成物は、ワークピースの活性領域の少なくとも第１の部分に堆積される。いくつ
かの実施形態において、電気活性材料は、正孔注入材料または正孔輸送材料であり、ワー
クピースのすべての活性領域に堆積される。いくつかの実施形態において、液体組成物は
、第１の色に関連する光活性材料を含み、活性領域の第１の組に堆積される。第２の色に
関連する第２の光活性材料を含む第２の液体組成物は、次いで、活性領域の第２の組に堆
積される。第３の色に関連する第３の光活性材料を含む第３の液体組成物は、次いで、活
性領域の第３の組に堆積される。
【００４８】
　次いで、湿潤層は、部分的に乾燥される。これは、液体媒体のすべてではないが相当の
部分が除去されることを意味する。いくつかの実施形態においては、液体媒体の７５重量
％超が除去され；いくつかの実施形態においては、８５重量％超が除去される。いくつか
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の実施形態においては、液体媒体の９９重量％未満が除去され；いくつかの実施形態にお
いては、９５重量％未満が除去される。この部分乾燥ステップは、制御された温度、減圧
および時間の条件下で行われる。
【００４９】
　温度、圧力および時間の実際の条件は、液体媒体の組成、ならびに、基材およびウェル
材料との液体相互作用に応じることとなる。適切な温度および圧力条件は、基材／液体相
互作用と乾燥速度（蒸気圧および除去速度を介した）のバランスを取るよう選択される。
液体媒体の表面張力および粘度が基材の濡れ性を制御し、乾燥ステップのための適切な温
度および圧力の選択においては考慮に入れなければならない。
【００５０】
　いくつかの実施形態において、液体媒体は少なくとも２種の液体成分を含み、および、
少なくとも１種の成分は１００℃超の沸点を有する。いくつかの実施形態において、部分
乾燥ステップは、２０℃～８０℃の範囲内の温度、１０-2Ｔｏｒｒ～１０Ｔｏｒｒの範囲
内の圧力で、５～２５分間の時間の間行われる。いくつかの実施形態において、部分乾燥
ステップは、３０℃～６０℃の範囲内の温度、１０-2Ｔｏｒｒ～１Ｔｏｒｒの範囲内の圧
力で、５～１５分間の時間の間行われる。
【００５１】
　いくつかの実施形態において、液体媒体は、１種または複数種の液体成分を含み、その
各々は、１５０℃未満；いくつかの実施形態において、１２０℃未満の沸点を有する。い
くつかの実施形態において、部分乾燥ステップは、－２５℃～１０℃の範囲内の温度、１
Ｔｏｒｒ～１０００Ｔｏｒｒの範囲内の圧力で、５～２５分間の時間の間行われる。いく
つかの実施形態において、部分乾燥ステップは、－１０℃～０℃の範囲内の温度、１０Ｔ
ｏｒｒ～１００Ｔｏｒｒの範囲内の圧力、５～１５分間の時間で行われる。
【００５２】
　次いで、ワークピースは、１００℃を超える温度に１～５０分間の第２の期間の間加熱
される。いくつかの実施形態において、この温度は、１１０℃～１５０℃の範囲内であり
、および、加熱時間は１０～３０分間の範囲内である。
【００５３】
　いくつかの実施形態において、液体組成物は光活性材料を含み、第１の色、第２の色お
よび第３の色に関連する３種の組成物が活性領域の第１の組、第２の組および第３の組に
堆積される。この場合、部分乾燥ステップおよび加熱ステップは、各色の堆積の後に実施
されることが可能である。あるいは、３色の異なる色を堆積することが可能であり、次い
で、部分乾燥ステップおよび加熱ステップが実施される。いくつかの実施形態において、
単一の乾燥ステップが製造プロセスについてより実際的である。
【００５４】
４．電子素子
　陽極、陰極およびこれらの間に少なくとも１つの電気活性層を備える、少なくとも１つ
の活性領域を有する電子素子が提供されており、ここで、電気活性層は液相堆積によって
形成されており、および、活性領域において実質的に平坦なプロファイルを有する。
【００５５】
　本明細書に記載の方法を用いることが可能である素子としては有機電子素子が挙げられ
る。「有機電子素子」、または、時々、単に「電子素子」という用語は、１つまたは複数
の有機半導体層または材料を備える素子を意味することが意図されている。有機電子素子
としては、これらに限定されないが：（１）電気エネルギーを放射線に変換する素子（例
えば、発光ダイオード、発光ダイオードディスプレイ、ダイオードレーザまたはライティ
ングパネル）、（２）電子的プロセスを用いてシグナルを検出する素子（例えば、光検出
器、光伝導セル、フォトレジスタ、フォトスイッチ、フォトトランジスタ、光電管、赤外
線（「ＩＲ」）検出器、またはバイオセンサ）、（３）放射線を電気エネルギーに変換す
る素子（例えば、光起電力素子または太陽電池）、（４）１つまたは複数の有機半導体層
を備える１つまたは複数の電子部品を含む素子（例えば、トランジスタまたはダイオード
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）、または、項目（１）～（４）の素子の任意の組み合わせが挙げられる。
【００５６】
　図３に示されているとおり、素子１００の一実施形態は、陽極層１１０、光活性層１４
０および陰極層１６０を有する。「光活性」という用語は、エレクトロルミネセンスまた
は感光性を示す任意の材料を意味することが意図されている。また、任意の層：正孔注入
層１２０；正孔輸送層１３０；および電子注入／輸送層１５０も示されている。陽極およ
び陰極の少なくとも一方は透光性であり、光が電極を透過可能である。
【００５７】
　この素子は、陽極層１１０または陰極層１６０に隣接していることが可能である支持体
または基材（図示せず）を備えていてもよい。この支持体は、陽極層１１０に隣接するこ
とが最も多い。支持体は、可撓性または剛性であり、有機または無機であることが可能で
ある。支持材料の例としては、これらに限定されないが、ガラス、セラミック、金属、お
よびプラスチックフィルムが挙げられる。
【００５８】
　陽極層１１０は、陰極層１６０と比して正孔の注入がより効率的である電極である。そ
れ故、陽極は、陰極より高い仕事関数を有する。この陽極は、金属、混合金属、合金、金
属酸化物または混合酸化物を含有する材料を含んでいることが可能である。好適な材料と
しては、第２族元素（すなわち、Ｂｅ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｒａ）の混合酸化物、
第１１族元素、第４、５および６族中の元素、ならびに、第８～１０族遷移元素が挙げら
れる。陽極層１１０が透光性であるべき場合、インジウム－錫－酸化物などの第１２、１
３および１４族元素の混合酸化物が用いられ得る。本明細書において用いられるところ、
「混合酸化物」という句は、第２族元素または第１２、１３または１４族元素から選択さ
れる２個以上の異なるカチオンを有する酸化物を指す。陽極層１１０用の材料のいくつか
の非限定的な特定の例としては、これらに限定されないが、インジウム－錫－酸化物（「
ＩＴＯ」）、インジウム－亜鉛－酸化物（「ＩＺＯ」）、アルミニウム－錫－酸化物（「
ＡＴＯ」）、金、銀、銅、およびニッケルが挙げられる。
【００５９】
　いくつかの実施形態においては、図示されていない液体閉じ込めパターンが陽極上に存
在している。「液体閉じ込めパターン」という用語は、領域または区画内の液体がワーク
ピース上に流れる場合にこれを束縛または導くことを主な機能とするパターンを意味する
ことが意図されている。液体閉じ込めパターンは、物理的な閉じ込め構造または化学的な
閉じ込め層であることが可能である。物理的閉じ込め構造は、陰極セパレータまたはウェ
ル構造を含むことが可能である。「化学的閉じ込め層」という用語は、物理的なバリア構
造ではなく表面エネルギー効果で液体材料の広がりを拘束するか制限するパターン化層を
意味することが意図されている。「拘束された」という用語は、層を指す場合、層は堆積
された領域を超えて顕著に広がらないことを意味することが意図されている。「表面エネ
ルギー」という用語は、材料から表面の単位面積を形成するために必要とされるエネルギ
ーである。表面エネルギーの特徴は、所与の表面エネルギーを有する液体材料が、より低
い表面エネルギーを有する表面を濡らすことはないことである。
【００６０】
　正孔注入層１２０は、プロトン酸でドープされていることが多い、ポリアニリン（ＰＡ
ＮＩ）またはポリエチレンジオキシチオフェン（ＰＥＤＯＴ）などの高分子材料で形成さ
れていることが可能である。プロトン酸は、例えば、ポリ（スチレンスルホン酸）、ポリ
（２－アクリルアミド－２－メチル－１－プロパンスルホン酸）等であることが可能であ
る。正孔注入層１２０は、銅フタロシアニンおよびテトラチアフルバレン－テトラシアノ
キノジメタン系（ＴＴＦ－ＴＣＮＱ）などの電荷輸送化合物等を含んでいることが可能で
ある。一実施形態においては、正孔注入層１２０は、導電性ポリマーおよびコロイド形成
性ポリマー酸の分散体から形成されている。このような材料は、例えば、米国特許出願公
開第２００４－０１０２５７７号明細書、同２００４－０１２７６３７号明細書および同
２００５－０２０５８６０号明細書に説明されている。
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【００６１】
　いくつかの実施形態においては、任意の正孔輸送層１３０が、陽極層１１０と光活性層
１４０との間に存在している。いくつかの実施形態において、任意の正孔輸送層は、緩衝
層１２０と光活性層１４０との間に存在している。正孔輸送材料の例が、例えば、Ｋｉｒ
ｋ－Ｏｔｈｍｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏ
ｌｏｇｙ，第４版，第１８巻，第８３７～８６０ページ，１９９６年，Ｙ．Ｗａｎｇ著に
まとめられている。正孔輸送分子およびポリマーの両方を用いることが可能である。通例
用いられる正孔輸送分子としては、これらに限定されないが：４，４’，４”－トリス（
Ｎ，Ｎ－ジフェニル－アミノ）－トリフェニルアミン（ＴＤＡＴＡ）；４，４’，４”－
トリス（Ｎ－３－メチルフェニル－Ｎ－フェニル－アミノ）－トリフェニルアミン（ＭＴ
ＤＡＴＡ）；Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル）－［１，１
’－ビフェニル］－４，４’－ジアミン（ＴＰＤ）；１，１－ビス［（ジ－４－トリルア
ミノ）フェニル］シクロヘキサン（ＴＡＰＣ）；Ｎ，Ｎ’－ビス（４－メチルフェニル）
－Ｎ，Ｎ’－ビス（４－エチルフェニル）－［１，１’－（３，３’－ジメチル）ビフェ
ニル］－４，４’－ジアミン（ＥＴＰＤ）；テトラキス－（３－メチルフェニル）－Ｎ，
Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－２，５－フェニレンジアミン（ＰＤＡ）；α－フェニル－４－Ｎ，Ｎ－
ジフェニルアミノスチレン（ＴＰＳ）；ｐ－（ジエチルアミノ）－ベンズアルデヒドジフ
ェニルヒドラゾン（ＤＥＨ）；トリフェニルアミン（ＴＰＡ）；ビス［４－（Ｎ，Ｎ－ジ
エチルアミノ）－２－メチルフェニル］（４－メチルフェニル）メタン（ＭＰＭＰ）；１
－フェニル－３－［ｐ－（ジエチルアミノ）スチリル］－５－［ｐ－（ジエチルアミノ）
フェニル］ピラゾリン（ＰＰＲまたはＤＥＡＳＰ）；１，２－トランス－ビス（９Ｈ－カ
ルバゾール－９－イル）シクロブタン（ＤＣＺＢ）；Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラキス（
４－メチル－フェニル）－（１，１’－ビフェニル）－４，４’－ジアミン（ＴＴＢ）；
Ｎ，Ｎ’－ビス（ナフタレン－１－イル）－Ｎ，Ｎ’－ビス－（フェニル）ベンジジン（
α－ＮＰＢ）；および、銅フタロシアニンなどのポリフィリン化合物が挙げられる。通例
用いられる正孔輸送ポリマーとしては、これらに限定されないが、ポリビニルカルバゾー
ル、（フェニルメチル）ポリシラン、ポリ（ジオキシチオフェン）、ポリアニリンおよび
ポリピロールが挙げられる。上記に記載されているものなどの正孔輸送分子をポリスチレ
ンおよびポリカーボネートなどのポリマーにドープすることにより正孔輸送ポリマーを得
ることも可能である。
【００６２】
　素子の用途に応じて、光活性層１４０は、印加された電圧（発光ダイオードまたは発光
電気化学電池におけるものなど）により活性化される発光層、放射エネルギーに応答し、
および、印加バイアス電圧（光検出器におけるものなど）が伴うか伴わないシグナルを生
成する材料の層であることが可能である。一実施形態において、光活性材料は有機エレク
トロルミネセント（「ＥＬ」）材料である。素子においては、特にこれらに限定されない
が、低分子有機蛍光性化合物、蛍光および燐光金属錯体、共役ポリマー、ならびに、これ
らの混合物を含む、任意のＥＬ材料が用いられることが可能である。蛍光性化合物の例と
しては、これらに限定されないが、ピレン、ペリレン、ルブレン、クマリン、これらの誘
導体、および、これらの混合物が挙げられる。金属錯体の例としては、これらに限定され
ないが、トリス（８－ヒドロキシキノレート）アルミニウム（Ａｌｑ３）などの金属キレ
ート化オキシノイド化合物；Ｐｅｔｒｏｖら、米国特許第６，６７０，６４５号明細書お
よび国際公開第０３／０６３５５５号パンフレットおよび国際公開第２００４／０１６７
１０号パンフレットに開示されているイリジウムとフェニルピリジン、フェニルキノリン
またはフェニルピリミジンリガンドとの錯体などのシクロメタレート化イリジウムおよび
白金エレクトロルミネセント化合物、および、例えば、国際公開第０３／００８４２４号
パンフレット、国際公開第０３／０９１６８８号パンフレットおよび国際公開第０３／０
４０２５７号パンフレットに記載されている有機金属錯体、ならびに、これらの混合物が
挙げられる。電荷輸送ホスト材料および金属錯体を含むエレクトロルミネセント発光層は
、Ｔｈｏｍｐｓｏｎらによって、米国特許第６，３０３，２３８号明細書において、なら
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びに、ＢｕｒｒｏｗｓおよびＴｈｏｍｐｓｏｎによって国際公開第００／７０６５５号パ
ンフレットおよび国際公開第０１／４１５１２号パンフレットに記載されている。共役ポ
リマーの例としては、これらに限定されないが、ポリ（フェニレンビニレン）、ポリフル
オレン、ポリ（スピロビフルオレン）、ポリチオフェン、ポリ（ｐ－フェニレン）、その
コポリマー、および、その混合物が挙げられる。
【００６３】
　任意の層１５０は、電子注入／輸送を共に促進させるよう機能することが可能であると
共に、層境界面での消光反応を防止する閉じ込め層として作用することも可能である。よ
り具体的には、層１５０は、電子移動度を促進させ得ると共に、層１４０および１６０が
直接接触してしまう場合の消光反応の可能性を低減させ得る。任意の層１５０のための材
料の例としては、これらに限定されないが、トリス（８－ヒドロキシキノレート）アルミ
ニウム（ＡｌＱ）、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）（ｐ－フェニルフェノラート
）アルミニウム（ＢＡｌｑ）、テトラキス－（８－ヒドロキシキノレート）ハフニウム（
ＨｆＱ）およびテトラキス－（８－ヒドロキシキノレート）ジルコニウム（ＺｒＱ）など
の金属キノレート誘導体を含む金属キレート化オキシノイド化合物；テトラキス（８－ヒ
ドロキシキノリナート）ジルコニウム（ＺｒＱ）；２－（４－ビフェニリル）－５－（４
－ｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール（ＰＢＤ）、３－（４－ビフェ
ニリル）－４－フェニル－５－（４－ｔ－ブチルフェニル）－１，２，４－トリアゾール
（ＴＡＺ）、および１，３，５－トリ（フェニル－２－ベンズイミダゾール）ベンゼン（
ＴＰＢＩ）などのアゾール化合物；２，３－ビス（４－フルオロフェニル）キノキサリン
などのキノキサリン誘導体；９，１０－ジフェニルフェナントロリン（ＤＰＡ）および２
，９－ジメチル－４，７－ジフェニル－１，１０－フェナントロリン（ＤＤＰＡ）などの
フェナントロリン誘導体；ならびに、任意のこれらの１つまたは複数の組み合わせが挙げ
られる。あるいは、任意の層１５０は、無機であってもよく、ＢａＯ、ＬｉＦ、Ｌｉ2Ｏ
、ＣｓＦ等を含んでいてもよい。いくつかの実施形態においては、２つの電子輸送／注入
層が存在している。第１の有機電子輸送層は光活性層に隣接して存在しており、第２の無
機電子注入層は陰極に隣接して存在している。
【００６４】
　陰極層１６０は、電子の注入または陰電荷キャリアに特に効率的である電極である。陰
極層１６０は、陽極層１１０よりも低い仕事関数を有する任意の金属または非金属である
ことが可能である。
【００６５】
　陰極層用の材料は、第１族（例えば、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｒｂ、Ｃｓ）のアルカリ金属、
第２族金属（例えば、Ｍｇ、Ｃａ、Ｂａ等）、第１２族金属、ランタノイド（例えば、Ｃ
ｅ、Ｓｍ、Ｅｕ等）、および、アクチニド（例えば、Ｔｈ、Ｕ等）から選択されることが
可能である。アルミニウム、インジウム、イットリウムおよびこれらの組み合わせなどの
材料もまた用いられ得る。陰極層１６０用の材料の特定の非限定的な例としては、これら
に限定されないが、バリウム、リチウム、セリウム、セシウム、ユーロピウム、ルビジウ
ム、イットリウム、マグネシウム、サマリウム、ならびに、合金およびこれらの組み合わ
せが挙げられる。
【００６６】
　素子中の他の層は、このような層によって発揮されるべき機能を考慮してそのような層
において有用であると公知である任意の材料で形成されていることが可能である。
【００６７】
　いくつかの実施形態においては、封止層（図示せず）が接触層１６０の上に堆積されて
、水および酸素などの望ましくない成分の素子１００への侵入が防止される。このような
成分は、有機層１４０に悪影響を有する可能性がある。一実施形態において、封止層はバ
リア層またはフィルムである。一実施形態においては、封止層はガラス蓋である。
【００６８】
　図示はされていないが、素子１００は追加の層を備えていてもよいことが理解される。
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技術分野において公知であるかそうではない他の層が用いられ得る。加えて、上記層のい
ずれかも２つ以上のサブ層を備えていてもよく、または、積層構造を形成していてもよい
。あるいは、陽極層１１０、緩衝層１２０、正孔輸送層１３０、電子輸送層１５０、陰極
層１６０および他の層のいくつかまたはすべてが、電荷キャリア輸送効率または素子の他
の物理特性を高めるために、処理（特に表面処理）されてもよい。構成層の各々の材料の
選択は、高い素子効率を有する素子を提供するという目的と、素子作動耐用年数問題、作
成時間および複雑さの要因および当業者によって認識される他の問題との均衡をとること
により決定されることが好ましい。最適な構成品、構成品の構成、および、組成的同一性
の決定は、当業者にとっては日常的であろうことが認識されるであろう。
【００６９】
　ほとんどの事例において、陽極１１０および陰極１６０は、化学蒸着または物理蒸着法
により形成される。いくつかの実施形態において、陽極層はパターン化されることとなり
、および、陰極は全体が連続した層とされることとなる。
【００７０】
　いくつかの実施形態においては、電子輸送層／注入層の一方または両方もまた化学蒸着
または物理蒸着法によって形成される。
【００７１】
　いくつかの実施形態において、少なくとも光活性層は本明細書に記載の方法による液相
堆積により形成される。
【００７２】
　いくつかの実施形態において、正孔注入層および正孔輸送層は、本明細書に記載の方法
による液相堆積により形成される。
【００７３】
　一実施形態においては、異なる層は、以下の範囲の厚さを有する：陽極１１０、５００
Å～５０００Å、一実施形態においては１０００Å～２０００Å；任意の緩衝層１２０、
５０Å～２０００Å、一実施形態においては２００Å～１０００Å；任意の正孔輸送層１
３０、５０Å～２０００Å、一実施形態においては１００Å～１０００Å；光活性層１４
０、１０Å～２０００Å、一実施形態においては１００Å～１０００Å；任意の電子輸送
層１５０、５０Å～２０００Å、一実施形態においては１００Å～１０００Å；陰極１６
０、２００Å～１００００Å、一実施形態においては３００Å～５０００Å。素子におけ
る電子－正孔再結合ゾーンの位置、それ故、素子の発光スペクトルは、各層の相対的な厚
さによって影響される可能性がある。それ故、電子輸送層の厚さは、電子－正孔再結合ゾ
ーンが発光層中にあるよう選択されるべきである。層厚の所望の比は、用いられる材料の
実際の性質に応じることとなる。
【００７４】
　作動中には、適切な電源（図示せず）からの電圧が素子１００に印加される。従って、
電流は素子１００の層を通過する。電子は光活性層に入り、フォトンを放出する。アクテ
ィブマトリックスＯＬＥＤディスプレイと呼ばれるいくつかのＯＬＥＤにおいては、個別
のピクセルが、独立して、電流の通過により励起され得る。パッシブマトリックスＯＬＥ
Ｄディスプレイと呼ばれるいくつかのＯＬＥＤにおいては、個別のピクセルが、電気接触
層の行および列の交差部で励起され得る。
【００７５】
　本明細書に記載のものと同様であるか等しい方法および材料を本発明の実施またはテス
トにおいて用いることが可能であるが、好適な方法および材料が以下に記載されている。
本明細書に記載されているすべての公報、特許出願、特許および他の文献は、参照により
それらの全体が援用される。矛盾が生じる場合には、定義を含めて本明細書に従うものと
する。加えて、材料、方法および例は単なる例示であり、限定的であることは意図されて
いない。
【００７６】
　明確さのために、個別の実施形態の文脈で上記および下記に記載されている本発明の一
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定の特性はまた、単一の実施形態の組み合わせで提供されていてもよいことが認識される
べきである。反対に、簡潔さのために単一の実施形態の文脈で記載されている本発明の種
々の特性はまた、個別にまたは任意のサブコンビネーションで提供されていてもよい。さ
らに、範囲で記載されている値に対する言及は、その範囲内の値の各々および全てを含む
。
【実施例】
【００７７】
　本明細書に記載のコンセプトを、特許請求の範囲に記載の本発明の範囲を限定しない以
下の実施例においてさらに記載する。
【００７８】
実施例１
　この実施例は、凝縮乾燥技術を用いる、実質的に平坦なプロファイルを有する、ＯＬＥ
Ｄ用途のための電気活性膜の構成を示す。以下の材料を用いた。
【００７９】
　インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）：１８０ｎｍ
　緩衝層＝緩衝剤１（２０ｎｍ）、これは、導電性ポリマーおよび高分子フッ素化スルホ
ン酸の水性分散体である。このような材料は、例えば、米国特許出願公開第２００４／０
１０２５７７号明細書、米国特許出願公開第２００４／０１２７６３７号明細書、および
、米国特許出願公開第２００５／０２０５８６０号明細書に記載されている。
【００８０】
　正孔輸送層＝ＨＴ－１（２０ｎｍ）、これはアリールアミン含有ポリマーである
　光活性層＝１３：１ホストＨ１：ドーパントＥ１（４０ｎｍ）。ホストＨ１はアリール
－アントラセン誘導体である。Ｅ１はアリールアミン化合物である。このような材料は、
例えば、米国特許出願公開第２００６／００３３４２１号明細書に記載されている。
【００８１】
　電子輸送層＝ＭＱ（１０ｎｍ）、これは金属キノレート誘導体である
　陰極＝ＬｉＦ／Ａｌ（０．５／１００ｎｍ）
【００８２】
　ＯＬＥＤ素子を、溶液加工および熱蒸発技術の組み合わせにより構成した。Ｔｈｉｎ　
Ｆｉｌｍ　Ｄｅｖｉｃｅｓ，Ｉｎｃ製のパターン化インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）で被覆
されたガラス基材を用いた。これらのＩＴＯ基材は、５０ｏｈｍｓ／ｓｑｕａｒｅのシー
ト抵抗および８０％光透過率を有するＩＴＯで被覆されたＣｏｒｎｉｎｇ　１７３７ガラ
スに基づいている。標準的なフォトリソグラフィープロセスを用いて、ウェルパターンを
ＩＴＯ基材上に形成した。ウェルは３２ミクロンの幅により画定した。
【００８３】
　素子を形成する直前に、清浄化し、パターン化した基材をＵＶオゾンで１０分間処理し
た。冷却した直後に、緩衝剤１の水性分散体をＩＴＯ表面全体にスピンコートし、および
、加熱して溶剤を除去した。冷却した後、次いで、基材に正孔輸送材料の溶液をスピンコ
ートし、次いで、加熱して溶剤を除去した。化学閉じ込め層を、米国特許出願公開第２０
０７／０２０５４０９号明細書に記載の通り形成した。このパターンは、ノズル印刷され
た光活性インクを含むよう表面エネルギーウェルを画定した。表面エネルギーウェルは幅
５２ミクロンであった。
【００８４】
　国際公開第２００７／１４５９７９号パンフレットに記載されているとおり、上記のホ
ストおよびドーパントを有機溶剤媒体に溶解することにより発光層溶液を形成した。
【００８５】
　基材に発光層溶液をノズル印刷し、減圧凝縮器システムを用いて減圧乾燥させた。印刷
の直後、基材上のプレートを２０℃に維持した減圧チャンバに入れ、５００ｍＴｏｒｒに
減圧した。減圧を適用している間であって、５００ｍＴｏｒｒにある間、このプレートを
、１０℃の温度に冷却した凝縮器プレートからおよそ１ｃｍで５分間保持した。凝縮器プ
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℃でホットプレートで焼成した。
【００８６】
　膜厚およびプロファイル計測を、発光層まで構成したモニタープレート（ＯＬＥＤ素子
には形成していない）について、同等の方策で行った。低針圧ヘッドを備えるＫＬＡ－Ｔ
ｅｎｃｏｒ　Ｐ－１５スタイラスプロフィルメータを厚さ／プロファイル計測に用いた。
印刷された光活性層厚およびプロファイルを、きわめて近接している印刷ラインから非印
刷ラインを差し引くことにより測定した。この技術は、発光層から脱結合されるべき下位
層における差異のプロファイルを可能とする。図４は、アパーチャ比＝０．９２である印
刷された光活性層のプロファイルを示す。
【００８７】
比較例Ａ
　ＯＬＥＤ素子を実施例１と同一の材料を用いて構成した。素子を、印刷後の乾燥ステッ
プ以外は、実施例１と同一の手法を用いて構成した。基材に発光層溶液をノズル印刷した
直後、プレートを１４０℃のホットプレート上に３０分間置いた。
【００８８】
　膜厚およびプロファイル計測を実施例１のように行った。図５は、アパーチャ比＝０．
４１の印刷された光活性層のプロファイルを示す。
【００８９】
　概要または実施例において上記されている作業のすべてが必要とされているわけではな
く、特定の作業の一部分が必要でない場合があり、および、１つまたは複数のさらなる作
業が記載されたものに追加して実施されてもよいことに注目すべきである。さらに、作業
が列挙されている順番は、これらが実施される順番では必ずしもない。
【００９０】
　前述の明細書において、特定の実施形態を参照してコンセプトを記載してきた。しかし
ながら、技術分野における当業者は、以下の特許請求の範囲に記載の本発明の範囲から逸
脱することなく、種々の変更および変形をなすことが可能であることを理解している。従
って、明細書および図面は、限定的ではなく、例示的であるとみなされるべきであり、す
べてのこのような変更は発明の範囲内に包含されることが意図されている。
【００９１】
　有益性、他の利点および問題に対する解法が、特定の実施形態に関して上述されている
。しかしながら、有益性、利点、問題に対する解法、および、利益、利点あるいは解法の
いずれかを生じさせ得るか、もしくは、より顕著とさせ得るいずれかの特性は、特許請求
の範囲のいずれかまたはすべての決定的な、必要な、または、必須の特性としては解釈さ
れるべきではない。
【００９２】
　明確さのために、本明細書において個別の実施形態の文脈で記載されている一定の特性
はまた、単一の実施形態の組み合わせで提供されていてもよいことが認識されるべきであ
る。反対に、簡潔さのために、単一の実施形態の文脈で記載されている種々の特性はまた
、個別にまたは任意のサブコンビネーションで提供されていてもよい。さらに、範囲で記
載されている値に対する言及は、その範囲内の値の各々および全てを含む。
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【国際調査報告】
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